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一 はじめに
本研究は建国直後における中国の対日政策を検証するものである｡ 1949年10月１日中華
人民共和国が成立した (以下中国と略する)｡ 建国まもなく朝鮮戦争が勃発し, 53年停戦
するまで中国は朝鮮戦争に忙殺した｡ 朝鮮戦争停戦までの中国の対日政策を反映する外交
資料は少なかったことがあったため, これまで中国の対日政策に関する先行研究では1953











用し, 日本にも中国のような革命運動が発生することを期待した｡ しかし, 朝鮮戦争勃発
によって, 中国のアジア情勢に対する認識が変わり, 対日政策目標をも変えた｡
朝鮮戦争勃発後, アメリカは朝鮮戦争に介入し, 台湾海峡に第七艦隊を派遣した｡ それ
に対して中国は, アメリカがフィリピン, ベトナムにも介入し, さらにはインドネシア,
ミャンマー, インド, パキスタンにまで勢力を伸ばそうとしていると認識していた(２)｡
アメリカの対日政策には変化が現れ, 日本に対し再軍備を促すようになった｡ 日本の非軍






 ｢民族解放運動的地位和作用 (一九五一年四月九日)｣, 中華人民共和国外交部・中共中央文献研究室編 『周恩
来外交文選』, 北京：中央文献出版社, 一九九〇年, 三四－三七頁｡
 ‶On Japanese Unity against the Enemy", People's China, 16 September, 1950, p.9.
 Chu Ai-pei, ‶Japan : American Base to Attack Asia", People's China, 1 December, 1951, p.9.
海岸からアジア大陸までは約五千マイルの距離があるのに対し, 日本は, ソ連と中国に地
理的に近い｡ アメリカは, アジア大陸進攻の際, 軍事補給線確保の観点から, 日本の軍事
基地化がきわめて重要である, と考えたのである(４)｡ アメリカはフィリピンやインドシ
ナ半島にも軍事基地を持っていたが, それらの国々は労働力でも工業生産力でも日本には
及ばない｡ 日本はアジア地域における唯一の工業化国家であり, その視点からみても, ア
メリカがアジア大陸進攻の際, その拠点とするのに最も相応しい｡ そして, 何より日本は


























 Chu Ai-pei, ‶Japan : American Base to Attack Asia", People's China, 1 December, 1951, p.9.
 Ibid.
 ｢中蘇締約後的国際形勢和外交工作 (一九五〇年三月二〇日)｣, 前掲 『周恩来外交文選』, 一三頁｡
 C. C. Fang ‶Asia Opposes U. S. Re-armament of Japan", People's China, 1 March, 1951, p.6.
 超 ｢日本在美帝国主義侵略計画中的地位｣, 『新華月報』 第三巻, 一九五一年第四期, 七八二頁｡





明した(11)｡ また, 中国のメディアは ｢アメリカ帝国主義と日本政府は日本人民の敵であ
り, その両者を打倒しない限り, 日本人民に道はない｣, ｢過去28年の歴史が証明したよう





役割を期待していた(13)｡ 1950年６月６日, 吉田内閣は徳田球一・野坂参三を含め, 日本










た｡ 中国革命が勝利する前夜である, 1949年の６月から８月の間に, 中国共産党ナンバー
２の劉少奇がひそかにモスクワを訪問し, スターリンと会談した｡ 両指導者は東アジアに
は ｢革命情勢｣ が存在しているという結論に至り, 世界革命を推進するにあたっては, ソ
連が世界革命において中心的な役割を果たす一方, 中国は東アジア地域の革命を推進する







 ｢日本人民闘争的現勢｣, 『人民日報』, 一九五〇年七月七日｡
 ｢日本人民解放的道路｣, 『人民日報』, 一九五〇年一月一七日｡
 ‶On Japanese Unity against the Enemy", People's China, 1 Sep, 1950, p.9.
 Ibid.
 前掲 ｢中共中央関於日本情勢的声明｣, 『新華月報』, 五四〇頁｡
 前掲 ｢日本人民解放的道路｣, 『人民日報』｡
 Chen Jian, China's Road to the Korean War : The Making of the Sino-American Confrontation, New
York : Columbia University Press, 1994, pp.74-75.



























た｡ それに伴い, 中国メディア報道の主張の力点も, 革命を目指す闘争からアメリカ占領
下からの独立を目指す闘争へと変わった｡ 中国のメディアは, 日米安保条約の目的は, 合
法的かつ大規模な日本の武装化である｡ 日本の人力, 物力を利用し, 日本をアジア侵攻の
道具にする｡ これは日本を戦争に引き込むことによって, 日本をアメリカの付属品にする
ための更なる一歩である｡ その結果として日本にもたらされるのは, 壊滅の運命であって
繁栄ではないと言明した(21)｡ そして, アメリカの日本への経済政策について, 中国のメ
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 前掲 ｢日本人民解放的道路｣, 『人民日報』｡
 C.C. Fang, ‶Asia Opposes U.S. Re-armament of Japan", People's China, 1 March, 1951, p.4.
 Ibid.





変えるつもりは毛頭ない｡ むしろ, アメリカは, 日本制圧を完了してから, 日本の軍事産
業を懸命に復興させつつ, 日本, アジア間の経済関係を絶ち, 日本をアメリカの極東地域
の工場にしようとしている(22)｡ 朝鮮戦争からの ｢特需｣ によって日本にもたらされた繁
栄は表面的なものに留まり, 日本国内市場の縮小によって日本経済は軍事産業及び海外市




『人民日報』 も, サンフランシスコ講和条約の意味について ｢日本にとっては, 国を滅ぼ
し, パトロンに自分自身を供する (亡国売身) 行為である｣ と述べ, アメリカは ｢軍事的
に日本をコントロールしようするだけでなく, 政治的にも経済的にも完全に日本をコント
ロールしようとしている｣ と警告した(25)｡ そして日本国民に向けて単独講和が世界の平和
を脅かすと共に, ｢日本国家, 民族, そして日本人民にとっても大災難をもたらすに違い

















 ‶On Japanese Unity Against the Enemy", People's China, 16 September, 1950, p.9.
 ｢反対美英単独媾和｣, 『人民日報』, 一九五一年八月一六日｡
 同上｡
 Chuang Tao, ‶The Japanese People Struggle for National Independence, Peace and Democracy", People's
China, 1 September, 1952, pp.10-12.
 Ibid.













国主義の復活に警戒するように呼びかけた｡ また, アメリカが ｢日本を武装させるのは,
共産中国とソ連に対抗するためだと言っているが, アジア諸国もそのターゲットになって













刻で最も露骨な挑戦行為である｣ と非難した(36)｡ 52年５月５日, 周恩来外交部長は対日
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 劉寧一 ｢反対美国重新武装日本｣, 『新華日報』 第四巻, 一九五一年第四期, 八一〇－八一二頁｡
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 Ibid.
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1951, p.5
 宋恩繁・黎家松 『中華人民共和国外交大事記』 第一巻, 世界知識出版社, 一九九七年, 八八頁｡
 沈志華 ｢中蘇同盟・朝鮮戦争与対日和約問題―東亜冷戦格局形成的三歩曲及其互動関係｣, 中央大学政策文化
総合研究所・清華大学日本研究所・中国社会科学院アジア太平洋研究所主催日中国際シンポジュウム 『協調
的な日中関係の構築を目指して―歴史の ｢省察｣ から未来像の ｢提示｣ へ』, 二〇〇五年一月一五日｡
 ｢吉田書簡に反対する章漢夫外交副部長の声明 (一九五二年一月二三日)｣, 『日中関係基本資料集一九四九－
















た｡ 朝鮮戦争勃発後, 中国の対日政策目標は変化した｡ アメリカの軍事基地が日本に存在


















 ｢周恩来関於旅順撤軍問題給維辛斯基的照会 (一九五二年九月一五日)｣, 沈志華編 『朝鮮戦争：俄国档案館的
解密文件』, 台北：中央研究院近代史研究所史料叢刊, 二〇〇三年, 一二二二頁｡
 同上｡
 同上｡
[抄 録]
朝鮮戦争停戦までの中国の対日政策を反映する外交資料は少なかったことがあったため,
これまで中国の対日政策に関する先行研究では1953年以降のものに集中する傾向があった｡
しかし, 建国直後における中国のメディアを検証すれば, 中国の対日政策の一面が見えて
くる｡ 本稿では建国直後から朝鮮戦争停戦までの中国のメディアを分析することによって
その対日政策を検証し, この時期における中国の対日政策の本質を探るものである｡ 日本
がアメリカの軍事基地になることは, 中国の安全保障にとって脅威となると中国は考え,
それをいかに阻止し, アジア地域からアメリカを締め出すかが中国の対日政策における最
大の課題であった｡ アメリカ占領下にあった日本に対する中国の政策には, イデオロギー
色が濃く現れ, 日本国民を中心に展開し, アメリカを日本やアジア地域から締め出すとい
う, 鮮明な目的があった｡
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